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は じ め に

新型コロナウイルス（COVID-19）感染症の感染拡大は，少なくともウ
イルスの当初の型に対しては有効であるとされるワクチンが開発され，海
外の一部でその接種が始まったものの，わが国での最初の事例が確認され
た時点から⚑年を経た本稿執筆時点（2021年⚑月中旬）にあっても，終息の
見通せない状況にある。
そのような中，アメリカ合衆国では，2020年11月，宗教活動の場所に対
して課された感染防止のための人数制限措置が，合衆国最高裁で違憲とさ
れるという事例1)が出て注目されている。この事案は，加えて，次の事情
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からも注目される。それは，一つには，近時重要な事案の処理が増加して
いる，訴訟継続中の緊急の救済を求める手続によって処理がされたもので
あることである2)。そしてもう一つには，決定の結論が，類似の事案につ
いて下された⚕月のカリフォルニア州に関する事案3)および⚗月のネヴァ
ダ州に関する事案4)と異なっており，それが，ギンズバーグ判事からバ
レット判事に，裁判官の構成が変わったことによるとみる余地があること
である。後者の点は，もしそうであれば，そのような役割をバレット判事
が果たした最初の事案であることになる。
本稿は，以上の諸判決と，その後の展開を追う中で，現在の緊急事態へ
の法的な対応，とりわけ司法的な対応について，考察を行うものであ
る5)。

一．South Bay United Pentecostal Church v. Newsom 事件

⚑．事 実 関 係
新型コロナウイルス感染症に関する州による規制をめぐる争いが，信教
の自由との関係で，合衆国最高裁判所に達したものとして本稿がまずとり
あげる事件は，カリフォルニア州のものである。この事件では，州知事の
命令について，2020年⚕月18日，連邦地裁が，控訴係属中の差止命令6)に
よる救済を拒否し7)，同月22日に第⚙巡回区控訴裁判所もこれに対する控
訴8)を退けた9)。なお，規制の内容については後述の最高裁決定の個別意
見を参照されたい。

⚒．決定と各裁判官の意見
Ａ 決 定
差止命令による救済の申立てを受けたケーガン判事は，申立てを最高裁
に回付したが，申立ては，2020年⚕月29日，棄却された。票決は⚕-⚔。
下記の反対意見以外に，アリート裁判官の反対が記録されている10)。
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Ｂ ロバーツ長官の差止命令による救済の申立てを棄却することへの
同意意見11)

ロバーツ長官の同意意見は，まず，申立てが，差止命令によって，知事
の命令の執行を禁止しようとするものであることを指摘する。これは停止
命令12)と異なり，差し止めにはより高いレベルでの理由付けが必要である
からである。すなわち，「停止命令と異なり，差止命令は，単に，司法的
な現状変更の効力を一時的に停止する（suspend）ものではなく，下級審が
拒否した司法的干渉を行うこと認めるものである｣13)からである14)。
続いて，同意意見は，州のガイドラインは，礼拝の場所における参加者
数を，収容人数の25％あるいは最大100名に制限している，とした上で，
信教の自由条項違反はないように思われるとする。なぜなら，「同様のあ
るいはより厳格な制限が，大人数が密接して長時間集まる会合である講
演，コンサート，映画館上映，スポーツ観戦，演劇の上演を含む同種の世
俗的会合に適用されている。そして，州知事の命令は，人々が，大人数で
も，密接しても，長時間にわたっても集まるものではない，食料品店，銀
行，コインランドリーの営業といった性質の異なる活動のみをより寛大に
取り扱っている」からである15)。
さらに，同意意見は，先例16)を引用して，「我々の憲法は第一義的には，

『人民の健康と安全』については，政治的に責任を有する州の職員にその
『保護』を信託している」と述べ，このことは，上訴中の緊急の救済が求
められている場合には一層あてはまる，と説明している17)。

Ｃ カヴァノー裁判官の差止命令による救済の申立てを棄却すること
への反対意見（トーマス，ゴーサッチ裁判官同調)18)

カヴァノー裁判官の反対意見は，問題は，「工場，オフィス，スーパー
マーケット，レストラン，小売店，薬局，ショッピングモール，本屋，花
屋，ヘアサロン，そして大麻薬局を含む同種の世俗的ビジネスが25％の人
数制限を受けていないことである｣19)と指摘する。反対意見によれば，こ
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のような，宗教に対する差別については厳格審査が必要で，本件規制はこ
れをパスしない20)。

⚓．若干の整理とコメント
本件では，ロバーツ長官以外の，棄却の結論（州による規制を維持）を支
持する他の⚔裁判官は意見を表明しておらず，また，（per curiam などの形
式での）裁判所としての意見も付されていないため，ロバーツ長官の同意
意見のみが，最高裁の考え方を推し量る手がかりとなっている。そのこと
もあって，後述の三．の事件（Roman Catholic Diocese v. Cuomo）に至るま
で，下級審に対しては，緩やかな審査を採用したロバーツの同意意見が事
実上の先例として機能することになった（二．三．参照）。逆に，厳格審査
を主張する，本件での反対意見の立場が，実質的には，後に三．の事件で
は，裁判所の立場となったとみる余地があるものである。

二．Calvary Chapel Dayton Valley v. Sisolak 事件

⚑．事 実 関 係
新型コロナウイルス感染症に関する州の規制をめぐる争いが，信教の自
由との関係で，合衆国最高裁判所に達したものとして次にとりあげるの
は，ネヴァダ州のものである。知事の命令に対する控訴係属中の差止命令
による救済を，控訴裁判所が否定した21)。事実関係は個別意見を参照され
たい。

⚒．決定と各裁判官の意見
Ａ 決 定
控訴人が，差止命令による救済を申立て，これがケーガン判事に提示さ
れ，同判事が最高裁に回付。決定は，やはり⚕-⚔で申立てを退けた22)。
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Ｂ アリート裁判官の差止命令による救済の申立てを棄却することへ
の反対意見（トーマス，カヴァノー裁判官同調)23)

知事の命令では，教会，シナゴーグ，モスクは大きさに関わらず，50人
の人数制限を受け，カジノと一部の優遇施設は収容人数の50％という制限
をうける24)。大人数が長時間屋内に集まるにも拘わらず優遇されている施
設には，カジノのほか，ボーリング場，蒸留所，フィットネスクラブがあ
る25)。州は，博物館，アートギャラリー，動物園，水族館，職業学校，技
術学校も，宗教施設と同様の扱いだと主張するが，そのことはカジノとの
差別を正当化しない26)。厳格審査が必要であり，違憲となるし，South
Bay を前提に考えても，同事件では，教会は工場などより劣位の扱いを
受けたが，それは，工場などでは人々が「大人数でも，密接しても，長時
間にわたっても集まるものでもない」ことによって説明されていた。カジ
ノその他については同じ事は言えない27)。

Ｃ ゴーサッチ裁判官の差止命令による救済の申立てを棄却すること
への反対意見

「これはシンプルな事案だ。……ネヴァダでは，宗教に属するよりもエ
ンターテインメントに属した方がよいようにみえる。それは目新しい話で
はないのだろう。しかし，修正⚑条は，これほどあからさまな信教の自由
の行使に対する差別を許さない｣28)。

Ｄ カヴァノー裁判官の差止命令による救済の申立てを棄却すること
への反対意見29)

カヴァノー裁判官の反対意見は，アリート裁判官の反対意見に全面的に
参加するとした上で，宗教関係の判例の中に本件をどのように位置づける
か，そしてそれがなぜ違憲になるかを詳論している30)。
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⚓．若干の整理とコメント
本件はネヴァダ州の事案で，カジノ等が特別扱いを受けているという点
では，他州の事案とはやや異なる側面をもつ特殊な事案ということができ
なくもない。後述するように，むしろ，本件の方が次の Roman Catholic
Diocese よりも合憲との説明が難しいとの議論には，本件で多数意見に属
した裁判官も言及している（後述三．Ｇ参照）。
決定は，主文のみで，多数派の側からの説明はなく，反対意見のみが付
されている。

三．Roman Catholic Diocese of Brooklyn v. Cuomo 事件

⚑．事 実 関 係
Ａ 州知事令による制限
ここでとりあげる第⚓の事例はニューヨーク州のものである。本件につ
いてはやや詳細に紹介する。
2020年10月⚖日，新型コロナウイルス感染症の感染の拡大に対応して，
ニューヨーク州のクオモ知事は，州知事令202.68号（以下，「知事令」とい
う）を発し，一定の地域にある礼拝堂（houses of worship）における参加可
能人数をゾーンによって以下のように，10名，あるいは25名に制限し
た31)。
知事令によれば，レッドゾーンでは，「非エッセンシャルな会合

（gatherings）」はすべて禁止され，「非エッセンシャルなビジネス」は，す
べて，「対面（in-perosn）の従事者を100％削減」しなければならず，レス
トランは，「テイクアウトまたは配達のためにのみ」営業することができ
る。しかしながら，知事令は，他のビジネスや会合については制限を加え
ておらず，学校は対面での指導を継続できる。ただし，他にもう一つだ
け，レッドゾーンで制限を受ける事業があり，それが，「礼拝堂」で，「最
大収用可能人数の25パーセント，または10名の，少ない方まで」という制
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限を受ける。
オレンジゾーンでは，「非エッセンシャルな会合」は10名までに制限さ
れ，感染の危険が高いジムやタトゥー店は閉鎖が命じられる。レストラン
は屋外で営業ができ，他の全てのビジネスは，先行する命令によるもの以
外制限を受けない。学校は，検査の実施を義務づけられるが，対面指導可
能である。ここでも，「礼拝堂」は，別途規制を受け，「最大収容可能人数
の33％，または25名の，少ない方まで」とされた。
イエローゾーンでは，「非エッセンシャルな会合」について，「25名を超
えないこと」とされ，レストランは屋内営業可能で，学校は開いている。
他には制限は課せられない。ただし，「礼拝堂」では，「最大収容可能人数
の50％」という制限がある。
知事令は，「エッセンシャルなビジネス」，すなわち「ニューヨーク州の
市民の健康，福祉，および安全を維持するために必要とされる製品ないし
はサービスを供給する」ものには適用されない。病院や食料品店がここに
含まれるのはもちろんであるが，酒屋，ペットショップ，金融機関も含ま
れる32)。
知事は，エッセンシャルか否かを判断する手続きや，区別を支える証拠
を主張していないし，区別が新型コロナウイルスの感染の危険の評価に基
づくとも主張していない33)。
知事令の発出前，知事は，知事令による制限が，宗教的な会合に対する
懸念に，部分的に動機づけられていることを示唆する声明を発している。
たとえば，知事は，ニューヨークにおける最初の新型コロナウイルスの
ホットスポットの源は，「寺院に行った正統派ユダヤ教」であり，「同派の
会合はしばしばとてもとても大規模で，集団の中で一人の人間が引き起こ
しうることを我々はみてきている｣34)と述べた。また，たとえば，知事令
発出の⚓日後には，命令が「もっぱら超正統派のクラスターに対応するた
めのもの｣35)であったとも述べた。
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Ｂ 当 事 者
ローマカトリック教会ブルックリン司教管区（Roman Catholic Diocese of

Brooklyn。以下，「司教管区」）は，210の教会を擁し，2019年には約1000のミ
サを日曜ごとに開催しており，平均して23万人が参列している。2020年⚓
月16日には，州によるロックダウンに先立ってミサを中止し，20日にはす
べての教会を閉鎖した。その間に，司教管区は，医療の専門家と相談し，
安全なミサの開催方法を検討した。⚖月以降，感染防止措置を講じながら
活動が再開され，⚗月には週末のミサも再開されたが，自主的に，収容可
能人数の25％という制限を，州が同様の制限を撤廃した後も課していた。
これらの教会での大規模な感染の発生（outbreaks）は知られていない36)。
アグダス・イスラエル・オブ・アメリカ（Agudath Israel of America，以

下「アグダス・イスラエル」）は，合衆国における正統派ユダヤ教共同体のた
めの全国組織である。ニューヨークには70のシナゴーグがある（うち⚓つ
は本件の当事者）。やはり礼拝を中止していたが，⚕月の終わりから⚖月の
初めにかけて，時間を短縮したり，グループを分けて礼拝を，州の指示に
従った感染防止措置を講じた上で再開した。シナゴーグでの大規模な感染
の発生がないことは，知事も争っていない37)。

Ｃ 提訴と下級審決定
知事令発出後，司教管区とアグダス・イスラエルらはニューヨーク東部
連邦地裁に提訴した。司教管区は10名，25名の固定の人数制限を争い，ア
グダス・イスラエルは最大収容人数比の規制も争い，その執行の差止めを
求めた。
2020年10月16日，地裁は，司教管区の，暫定的差止命令の求めを退け
た38)。地裁の理由付けは，South Bay での最高裁のロバーツ長官の同意意
見に依拠している39)。
地裁はまた，同日，アグダス・イスラエルの一方的緊急差止命令

（temporary restraining order）と暫定的差止命令の求めも口頭審理で退け
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た40)。
司教管区とアグダス・イスラエルは，暫定的差止命令の請求が退けられ
たことに対して控訴し，控訴係属中の差止命令を求める緊急の申立てを
行った。2002年11月⚙日，第⚒巡回区控訴裁判所は，これらを退けた41)。
多数意見は，やはり，South Bay でのロバーツ長官の同意意見に依拠し
た42)。これに対して，パーク裁判官の反対意見は，知事令が「『礼拝所』
を狙い撃ちして不利益に扱っている」として厳格審査を適用すべきである
とした43)。反対意見は，「エッセンシャル」とされた世俗のビジネスには
なんら追加的な規制が課されない一方で，「礼拝所」には厳格な人数規制
が課せられている点を重視している44)。
控訴係属中の差止命令を求める緊急の申立てが退けられた後，暫定的差
止命令についての控訴は控訴審に継続中であったが，司教管区とアグダ
ス・イスラエルは，合衆国最高裁に，差止令状（writ of injunction）の発給
を求めた。申立ては，ブライヤー判事に提示され，同判事によって最高裁
に回付された45)。

⚒．最高裁決定と各裁判官の意見
Ａ 結 論
2020年11月25日46)，合衆国最高裁は，裁判所としての意見によって

（per curiam），差止による緊急の救済を認めた47)。知事は，知事令の10名，
25名制限の部分を，申立人に対して執行することを，第⚒巡回区控訴裁判
所への控訴係属中および適時に申し立てられた裁量上訴令状の申請中，禁
止された48)。

Ｂ 裁判所としての意見
最高裁は，申立人は，上訴審係属中の救済を得る権利を持つことを明ら
かに示したとする。①第一修正の主張は勝訴の見込みがあり，②救済を
否定することは回復不能な損害をもたらし，③救済を認めることは公益
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を害さない（丸数字は筆者）。こう述べた上で，最高裁は，命令を速やかに
発するため，緊急の救済が不可欠である理由の簡潔な要約のみを示すとす
る49)。その内容は以下の通りである。
①について，まず，最高裁は，知事令の中立性，一般的適用可能性に問
題があるとする。
すなわち，控訴審の反対意見が示しているように，知事令は，超正統派
のユダヤ教を狙い撃ちにしている可能性がある50)。
そしてそのことを措くとしても，「礼拝堂」をとくに厳しい取扱いのた
めに取り出している点で，中立的とみることはできない51)。なぜなら，⒜
レッドゾーンでは，シナゴーグや教会は，10人という制限を受けるのに，
「エッセンシャル」とされたビジネスは制限を受けない。しかし，「エッセ
ンシャル」なビジネスは，エッセンシャルとみられるものに限られない化
学物質や精密電子機器の全ての生産工場，すべての輸送業とともに，鍼治
療院，キャンプ場，ガレージを含んでいる。⒝オレンジゾーンでは，礼
拝堂は25人の制限を受けるが，非エッセンシャルなビジネスは制限を受け
ない。⒞以上の結果，大規模小売店で何百人が買い物をしている傍らで，
礼拝は10人，25人という制限を受ける。知事は工場や学校は感染拡大に寄
与しているとするのに，より安全な記録を保っている教会やシナゴーグよ
りも寛大な扱いを受けている52)（なお，⒜～⒞は筆者）。
したがって，厳格審査が必要となり，知事令はこれをパスしない。やむ
にやまれぬ利益はあるが，手段がピッタリと当てはまっていない。知事令
は，これまで当法廷が審理した同種の規制のどれよりも厳しい53)。感染拡
大のための必要性が示されていない。教会もシナゴーグも，州の規制より
も先んじて感染防止の措置をとっており，大規模な感染事例を生じていな
い。教会やシナゴーグの規模に応じた規制が採用可能のはずである。教会
のうち，26教会は少なくとも500人収容可能，14教会は700人収容可能，⚒
つの教会は1000人収容可能である。シナゴーグにも400席をもつものがあ
る。「1000人収容の教会あるいは400人収容のシナゴーグに10人を超える人
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を受け入れることが，州が許容している他の様々な活動に比べてより深刻
な健康へのリスクをもたらすと信じることは困難である｣54)。
②については，信教の自由が行使できないので当然に認められる。テレ
ビでリモートで礼拝をみることは出来るが，それは，「本人が参列するこ
とと同じではない。自宅でミサをみるカトリック教徒は，聖体を拝領する
ことはできないし，正統派のユダヤ教の信仰においても，本人が参列する
ことが必要な重要な伝統がある｣55)。
③については，参列が感染拡大に繋がることが示されていない以上，公
益が害されることは示されていない56)。
以上のように述べた上で最高裁は，いくつか補足的なコメントないしは
個別意見への対応を行っている。
一つはパンデミックと司法審査について。たしかに裁判官は公衆衛生の
専門ではない。「しかし，パンデミックの場合であっても，憲法は脇に押
しやられたり忘れられたりすることはできない」。本件で問題の制限は，
「第一修正の信教の自由の保障のまさに核心を直撃している」。過激な措置
が必要なのか，真剣な検証が必要である57)。
もう一つは，問題となった地域がその後オレンジからイエローへ変更さ
れているために，本件がムートとなり，救済の必要がなくなっているとす
る，反対意見（後述）への対応である。最高裁は，この点について，再変
更の可能性があり，その場合には司法的救済が間に合わないことがほぼ確
実であることからムートにはならないとする。ミサもユダヤ教の祈祷も毎
日のことである。さらに，実際にあったように，もし週末近くに再変更が
行われると，安息日が過ぎるまでに最高裁の救済を得る時間はない。司教
管区が提訴してから13日が経過しており，アグダス・イスラエルが提訴し
たのはさらに⚑週間前である58)。

Ｃ ゴーサッチ裁判官の同意意見59)

ゴーサッチ裁判官の同意意見は，基本的に，裁判所としての意見の趣旨
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を反復・強調するものである。ただし，いくつか目に付く点もある。
まず，同意意見によれば，伝統的な宗教的行為の自由の行使をエッセン
シャルとせず，ランドリーや酒屋をエッセンシャルとするのは，まさに修
正第一条が禁止することそのもの，である。Calvary Chapel も引きつつ，
同種の事態が他にも生じているとし，「我々の第一の自由の訴えには，聞
く耳はもたれない（...freedom has fallen on deaf ears）」という60)。
次に，同意意見は，South bay でのロバーツ長官の同意意見を激しく非
難する。パンデミックの初期ならともかく，今となっては敬譲的姿勢は許
されないとする。「今次パンデミックに際して，憲法が休日をもつことは
あっても，それはサバティカルではありえない｣61)。こう述べた上で，同
意意見は，そもそも，ロバーツ同意意見が Jacobson を引用したことが誤
りであることを，分析の態様，権利の性質，制約の種類の観点から長々と
論じる。同意意見は，ロバーツの本件での反対意見（後述）が，Jacobson
の本件への関連性を低くみていることを「歓迎すべき発展｣62)であると，
（やや上から目線で？）評価するが，その次に来る言葉は辛辣である。「なぜ
我々は，Jacobson における当法廷の穏当な判断を，パンデミックにおけ
る，憲法に影を落とす聳え立つ権威と取り違えたのか。結局のところ，答
えの大部分は，危機の時代に，邪魔をしたくないという裁判官のある種の
衝動に帰着するのではないかと思われるところである。しかし，そのよう
な衝動が，理解できるものであり，他の状況下では賞賛されうるものでさ
えあるとしても，憲法が攻撃されているときに，我々には避難所に退避す
ることは許されていない｣63)。

Ｄ カヴァノー裁判官の同意意見64)

カヴァノー裁判官の同意意見は，まず，本日の判断が一時的なもので
あって，最終的なものではないことを強調する65)。
その上で，映画館のような世俗的なビジネスは閉鎖されており，それに
比べれば礼拝所は優遇されているという議論に対して，厳格審査の下で

立命館法学 2020 年 5・6 号（393・394号)

698 (2468)



は，それでは不十分で，どうして優遇されている世俗的ビジネスに課され
ていない人数制限が，礼拝所には適用されるのかが正当化されなければな
らないと指摘する66)。
しかし，カヴァノー裁判官の同意意見は，ゴーサッチ同意意見よりはロ
バーツ長官寄りである。結局は否定するものの，ロバーツの South bay
の補足意見が Jacobson を引用した部分を改めて引用するし67)，本件の事
案が先行する⚒件と比べて厳しい制限になっていることを繰り返し強調
し68)，ロバーツの反対意見が，実体的には違憲かも知れないと示唆する部
分を肯定的に引用する69)。

Ｅ ロバーツ長官の反対意見70)

ロバーツ長官の反対意見は，知事が区分を変更した以上，今の時点で判
断する必要はない，というものである。「致死的なパンデミックの最中に，
なにが公衆の安全のために必要かということについての，公衆衛生担当官
の決定を覆すということは，重大なことである｣71)。
ただし，「たしかに不当に制限的にみえる」として，実体的には違憲で
あることが強く示唆されてはおり，むしろ，先例と区別することが，カ
ヴァノーの同意意見をそのようなものと受け止めた上で，これに「同意す
る」として，示唆されている72)。
なお，ロバーツ長官の反対意見は，次の⚒点で，ゴーサッチの同意意見
に批判的である。
一つは，上述の，「衝動」に関してゴーサッチの同意意見の述べる内容
に対してである。ロバーツ反対意見は，この点について，他の反対意見の
裁判官をゴーサッチ同意意見のようにみることはしない，と述べた上で，
次のように言う。「彼ら〔他の反対意見の裁判官〕は，憲法の下での彼ら
の責任を果たす最善の努力を反映した注意深い研究と分析を経て，事態の
異なった捉え方をしているに過ぎない｣73)。
もう一つは，Jacobson をめぐる議論である。ロバーツ反対意見は，自
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分が South Bay の同意意見で Jacobson を引用したのは，人々の健康と安
全を保護する州の政治的責任ある立場にある者への憲法からの信託，とい
うことの一文だけで，この内容には争いの余地がなく，「同意意見は，そ
れが探している標的に到達しようとするのであれば，これらの単語そのも
のを越えていかなければならない｣74)。的外れな批判はご勘弁願いたい，
ということであろう。

Ｆ ブライヤー裁判官の反対意見（ソトマイヨール，ケーガン裁判官
同調)75)

ブライヤー裁判官の反対意見は，今の時点で判断する必要が無いという
点ではロバーツ長官の反対意見と同様である。加えて，事実関係が十分把
握できない状態で，緊急の差し止め命令による救済を，控訴審が12月18日
に審理を予定し，早期の手続き進行を行っている中で，事実審ではない最
高裁が，下すことの不適切を強調している76)。

Ｇ ソトマイヨール裁判官の反対意見（ケーガン裁判官同調)77)

ソトマイヨール裁判官の反対意見は，裁判所が心変わりする必要はな
く，そんなことをすればわが国の苦しみは長引くだけであるとして78)，
South Bay と Calvary Chapel と同様の処理，つまり，差止命令を与えな
いことを主張する。厳格な審査は行われない。礼拝堂と同様の環境となる
世俗の会合には同様のあるいはより厳しい制限を課し，大人数で密接して
長時間行われることのないものにはよりゆるやかな制限を課しているだけ
であって，以上が分かれば十分だというのである。
この点は重要な点であるので，ソトマイヨールの指摘を，引用は適宜簡
略化しつつ，すこし詳しくみる。彼女は次のように言う。申立人は，
ニューヨーク州の，宗教的礼拝に参列することは，例えばディスカウント
ストアで買い物するよりも感染のリスクが高いという結論を，争ってい
る。しかし，地裁の決定はこの議論を事実の記録によって支持されないと
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して退けている。ゴーサッチ裁判官の同意意見は，酒屋やバイク店を引き
合いに出して性懲りもなく同じ議論をしているが，次のような医療専門家
の証言を完全に無視している。すなわち，新型コロナウイルスの感染拡大
を促す条件は，大きな集団での人の集まり，近接して屋内で長時間にわ
たって話し，歌うことである〔ここでソトマイヨールが依拠しているの
は，ニューヨーク州の厚生省の疫学部門の長の供述や，AMA のアミカス
である〕。これらの要素の全てを備えている宗教的礼拝と異なり，バイク
の修理や酒屋では，一般に，顧客は屋内で⚑時間やそれ以上も一緒に歌っ
たり話したりしない。「疫学者と医師は，一般に，宗教的礼拝が最も感染
の危険の高い行為に属することで意見が一致している」〔ここでは AMA
のアミカスに依拠〕79)。
以上を述べた上で，ソトマイヨールは次のように言う。「当法廷の裁判
官達は，感染力あるウイルスが，毎週百万人のアメリカ人に感染しつつ，
極めて急速に拡大しつつある環境についての健康に関する専門官の専門的
判断を，見直すという死の遊戯に耽っている｣80)。
ソトマイヨールの反対意見は，さらに，South Bay と Calvary Chapel
よりも本件は簡単だという。たとえば，Calvary Chapel では映画館も礼
拝堂も50人という制限であったが，本件では映画館は閉鎖で，礼拝堂は人
数制限はあるが開かれるし，South Bay と Calvary Chapel 全州一律の規
制であったが，本件はそうではないからである。このような，優遇のため
に，礼拝堂を特定することは，厳格審査を要求しない81)。知事のコメント
は，イスラム教徒の入国制限に関する大統領のコメントが，中立性を害さ
ないのであれば，同様に害さないはずである82)。

⚓．若干の整理とコメント
先行する⚒つの事件と異なり，本件では決定に裁判所としての意見が付
された。
⚔名の反対意見が記録されているので，票決は⚕-⚔で，これまで，上述
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の⚒つの事件では結論の側にいたギンズバーグ裁判官が死去し，バレット裁
判官が参加して，新たな結論の側に入っているということになっている83)。
この決定についての検討は，次の四．で，その後の展開をみた上で，最
後に五．として行うこととしたい。

四．Roman Catholic Diocese of Brooklyn v. Cuomo 事件
後の展開

⚑．同事件についての控訴審での暫定的差止命令の処理
事件のその後の，また，事件を受けてのさらなる展開について，ひとま
ず情報を整理しておく。
まず，事件そのものであるが，第⚒巡回区控訴裁判所は，2020年12月28
日，最高裁判決を受けて，15あるいは25名の人数制限の執行を差し止める
ように指示しつつ，また収容人数比率の制限について厳格審査をパスする
か否かを審理すべく，事件を連邦地裁に差し戻した84)。

⚒．その他の事件への適用
次に，Roman Catholic Diocese の影響である。
2020年12月⚓日，合衆国最高裁は，カリフォルニア州での教会に適用さ
れる人数制限が問題になった事案で，差止命令による救済を求める申立て
を，判決前の裁量上訴令状の発給の申立てとして取り扱い，令状を発給
し，地裁の命令を破棄し，事件を控訴裁に，Roman Catholic Diocese に
従って事件を処理するようにとの指示を付して地裁に差し戻させるべく，
差し戻した85)。反対意見は記録されていない。
ついで，2020年12月15日，合衆国最高裁は，コロラド州の事案でも，同
様の差し戻しの決定をしている86)。ただし，そこでは，すでに州の規制は
変更されているのでムートだとのケーガン裁判官の反対意見（ブライヤー，
ソトマイヨール裁判官同調）が付されている87)。
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同日，ニュージャージーの事案でも，同様の差し戻しの決定があり，こ
こには反対意見は記録されていない88)。
なおこれは，最高裁の決定ではないが，Roman Catholic Diocese を受
けて，下級審が対応している例として，第⚙巡回区控訴裁判所が，2020年
12月15日，ネヴァダ州の，宗教施設に対する人数制限について，差止命令
の拒否を覆して差し戻しの決定をしたものがある89)。そこでは Roman
Catholic Diocese が引用されている90)。

⚓．宗教系私学の信教の自由の主張
さらに，少し内容は異なるが類似の事件として，宗教系の私学が信教の
自由を主張し，合衆国最高裁の判断が示されたものがある。
事案は，ケンタッキー州のもので，2020年11月18日，州知事はK-12学
校（幼稚園から小中12年を合わせた13年間に属する学校）における対面授業を，
州内の多くの学校で12月18日に始まる冬休みの終了まで停止する措置を
とった。冬休みの終了は2021年⚑月⚔日である。宗教系の私立学校一つと，
ケンタッキー州の法務総裁が，知事の命令を宗教系の私学に適用される限
りで差し止める暫定的差止命令を求めて提訴し，11月25日，連邦地裁がこ
れを認めた91)。しかし，控訴を受けて第⚖巡回区控訴裁判所は，11月29日，
規制は宗教系学校と世俗の学校に平等に適用されているとして，地裁の差
止命令の停止を認めた92)。私立学校が，停止命令の破棄を申し立てた。
最高裁は，12月17日，署名のない意見（per curiam の表示もない）で，次
のように述べて，新たな学校閉鎖措置があった場合には拘束力をもたない
としつつ，申し立てを退けた（停止命令を維持)93)。曰く，州知事の命令
は，更新される見込みはない。命令は，世俗の学校にも宗教系学校にも平
等に適用されるが，申立人は，（宗教系を含む）学校を，たとえばレストラ
ン，バー，ジムなどの営業を続けられるものに比べて不利に扱っており，
この点で，Smith 判決94)の意味で，中立的で一般的な適用可能性をもつと
いえない，と論じる。さらに，申立人を支持するいくつかのアミカスは，
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そうでなくても，Smith 判決からは，その法の宗教的に動機付けられた行
為への適用が，子の教育に関する親の自由に関わる場合には，高められた
審査が求められると論じている。しかし，申立人自身は，この点につい
て，本件の訴訟の全過程を通じて，正面から論じていない。これらのすべ
ての事情，とりわけ命令が執行するタイミングの問題に鑑み，申し立てを
棄却する95)。署名のない意見は以上のように述べている。
アリート裁判官（ゴーサッチ裁判官同調）は，あくまでタイミングが問題
であり，第⚖巡回区控訴裁判所の判決が支持されたわけではないことの念
を押すとともに，本来は当事者はこれ以上迅速に行動できないので救済を
認めるべきだとする反対意見を述べている96)。
ゴーサッチ裁判官（アリート裁判官同調）も反対意見97)を述べ，上述の
Smith 判決をめぐる二つの主張に応えて停止命令を破棄する救済を与える
べきであるとする。

五．検討とコメント

⚑．判例変更か
Roman Catholic Diocese はたしかに，South Bay および Calvary
Chapel と対照すると，類似の事案で，ギンズバーグからバレットに裁判
官の交代があった結果，その一票で結論が変わったようにみえる。これ
は，最高裁の構成の変化による判例変更なのか。そうだとすればあまりに
身も蓋もないことになる。しかし，すこし慎重にみる必要がある。いくつ
かのレベルに分けて検討しておくことが適切である。
まず，そもそも，この種の緊急の救済のための判断が，どこまで先例性
をもつか微妙なところがある98)。それに加えて，South Bay ではロバーツ
の同意意見しか付されていなかったし，Calvary Chapel では反対意見し
か付されていなかった。つまり，結論以外に，先例として拘束力をもって
いる法廷意見は存在していない。相対多数意見すら存在していない。「変
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更」するという前提が，この意味では欠けているところがある。
以上に加えて，Roman Catholic Diocese でのロバーツの反対意見やカ
ヴァノーの同意意見が示唆しているように Roman Catholic Diocese を
South Bay および Calvary Chapel と区別することは，たとえば人数制限
が非常に厳しいことを捉えて，可能であるように思われる99)。また，ゴー
サッチ裁判官の同意意見も言うように（三．⚒．Ｃ），新型コロナウイルス
感染症の感染拡大が生じた初期に，どのような感染症であるかの知見が十
分得られない状態でする判断と，一定程度時間が経った後でそれなりの知
見を踏まえて判断が出来る状況では，話が異なるということもありうるで
あろう。その意味では判例変更はない。

⚒．今後の見通し
ただ，以上のことを述べた上で，ではあるが，Roman Catholic Diocese
で示された各裁判官の意見の分布を見る限り，実質的には，South Bay で
のロバーツ長官の補足意見から，Roman Catholic Diocese の裁判所の意
見へと，最高裁の立場の変更があったとみることが，一定程度自然である
ことも否定しがたい。
その意味では，合衆国最高裁はここでの問題について，比較的厳しい審
査をする立場をとったことになる100)。このことは，South Bay でのロ
バーツ長官の同意意見，Roman Catholic Diocese でのソトマイヨール裁
判官の反対意見にそれなりに説得力があることからすると，非常に印象的
である。ここでの対立では，宗教が狙い撃ち的に取り出されていることか
ら厳格審査を帰結するとみるかどうかが判断の分岐点となっている。閉鎖
されている映画館と比べるのか，食料品店と比べるのか。最高裁は食料品
店と比べて厳格審査が必要であるとする。これに対して，AMA のアミカ
スなどを踏まえてソトマイヨール裁判官は反対意見（上述，三．⚒．Ｇ）を
述べており，この立場にも一定の合理性があると思われる。たしかに，
ニューヨーク州が積極的にどれだけの正当化を行っているのかという問題
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はあるのかも知れないが，緊急の手続において，なお全体像が見えず，か
つ，終息の見込みがたたず，しかも現に多数の人命が脅かされているとい
う事態について，どこまでのことを要求するべきなのかという問題もある
からである。
ただ，たしかに，Roman Catholic Diocese で礼拝所に課されている負
担は重い。この点について，そもそも感染拡大を防ぐ方法は，人数制限を
緩めた上でもありうるのではないかと言われれば，それはそうかという気
はする。10人，25人という人数制限は，たしかに厳しい。ロバーツ長官は
この点を重視して区別をするつもりであろう。カヴァノー裁判官もややそ
れに近い。ただ，ロバーツ長官を含めなくても，⚕票が確保されているた
め，この点が，今後の判例の展開の中でどのように位置づけられていくの
かは，注目される。Danville Christian Acad., Inc. でのアリート裁判官や
ゴーサッチ裁判官の反対意見のように，学校が一律に不利益な扱いを受け
ているときに，宗教系学校と学校以外との比較から，中立的でない法によ
る信教の自由の侵害であるとすることが一般的になるとすれば，この点に
ついて，厳格な審査の展開が拡がっていく可能性がある。
この点で，⚑つの試金石になり得たのは，Danville Christian Acad.,
Inc. であったが，この決定は，知事の規制を差し止めなかった。ただ，
これは，無署名の意見も言うように，タイミングの問題であることも大き
く影響していると考えられ，少なくともこの決定について，その結論か
ら，最高歳が再度考えを変えたとみることは適切ではない。しかしなが
ら，Roman Catholic Diocese の射程がどこまで及ぶのかは，なお，流動
的である。いずれにせよ，各州の規制当局は，従前よりも，信教の自由，
とりわけ礼拝の制限が問題になる場合ついて，パンデミック下ではある
が，慎重な判断を求められることとなった。

⚓．宗教の位置づけをめぐって
なお，ゴーサッチ裁判官の Roman Catholic Diocese での反対意見は，
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上に見たように（上述，三．⚒．Ｃ），宗教をエッセンシャルではないとす
ることに反発している。信教の自由を強調することについては，リベラル
派の論理を用いた保守派の権利擁護として「人権の武器化」という否定的
な評価もあるようである101)。エッセンシャルとされたものと，厳しい制
限を受けている礼拝所と，閉鎖されている映画館等との取扱いの差の説明
が，どの程度，感染防止という観点から，科学的・合理的につくのかとい
う観点からみられるべきもので，ことさらに信教の自由の制限であるとか
宗教に対する差別的取り扱いとみることには，ソトマイヨール反対意見の
ように批判をする立場もある訳である。ただ，後者の立場も十分理解でき
ることを前提とした上で，ゴーサッチの指摘には重要なことも含まれてい
ることも確認しておきたい。不要不急の外出は控えて下さい，と言われる
が，宗教は不要不急であろうか。宗教が，直接生命の維持に関わる医療の
提供や，飲み水や食料品といった衣食住の基本的な物資の提供と同じ意味
で，全ての人にとってエッセンシャルと言えるかと言えば，そうではない
であろう。しかし，宗教は，それを真剣に信ずる人々にとってはそれなく
しては生きられないもの，生きていることに意味がないもの，である。宗
教の求める規範について，危機の状況下で，柔軟な対応をする寛容の心
が，いずれの宗派の人にも求められるであろう。しかし他方で，真剣に宗
教を信ずるわけではない多数派が（わが国はそういう社会であろう），宗教な
どあってもなくてもいいものだという前提で，危機の状況下の対応を進め
ることは，信教の自由を保障する日本国憲法にふさわしい対応とは言い難
いことは確認しておきたい。

⚔．日本での議論のために
いま，信教の自由に関して，日本国憲法に言及したが，一般論として
は，規制は，科学的な認識に基づいて合理的に課される必要最小限度のも
のでなければならず，その判断に際しては，最善の努力を前提として，入
手可能な科学的知見を踏まえることが必要であろう。科学的な知見は時の
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経過とともに正確な，精度の高いものになっていくと通常は想定される。
パンデミックの初期と，およそ⚑年後の今とでは，我々の認識は大いに異
なっている。果たして，日本の裁判所が，Roman Catholic Diocese と同
様の事件に直面した場合102)どのように判断するべきなのであろうか。
あまりにも当たり前であるが，緊急事態にあっても，可能な限り制約の
正当化を求め，それができないなら違憲とすることは裁判所によって重要
な役割である。緊急事態だという雰囲気に流されて，過剰な制約を無批判
的に正当化することがあってはならない103)。その前提の下で，であるが，
他の理由によって区分が正当化されている限り，信教の自由に制限が及ん
でいるからといって，これを当然に厳格に審査する必要があるであろう
か。網羅的に調べた訳ではないが，現在までの国や自治体からの要請につ
いて，祭礼等に言及しているものはあっても104)，宗教的活動であること
に着目した規制の方式は採られていないように見受けられる。ただし，制
約の強度によっては別種の考慮が必要で，エホバの証人剣道実技訴訟105)

は，この観点から参考になると思われる。もっとも，新型コロナウイルス
感染症の感染拡大による制限は，ある程度長期化するおそれは十分あるも
のの，恒久的なものではないことにも留意が必要であろう。
なお，アメリカでは，緊急事態における権利制約にあらがう裁判所が，
右シフトした106)，といわれるのは，最高裁の構成員の従来の色分けに
従って記述すればそうなるかもしれず，また，上のような武器化の文脈等
も存在するにしても，一般的にいえば異様な印象もある107)。わが国で，
緊急事態についての権利制約を認める憲法改正，あるいは法制整備，を求
める声があるとして，これに逆らって権利保障を説く声が，右翼との指摘
をうけることはまずあるまい。いずれにせよ，憲法改正などしなくても，
権利制約は，真に必要であれば可能であるとともに，科学的知見を踏まえ
たものであることが必要である，ということにすぎない。もちろん，罰則
を設けるのであれば，それだけ慎重な判断が必要である108)。
その際，予防原則109)についてどう考えるか，ということを抽象的に論
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じることももちろん理論的には重要であろうが，現在の危機の状態を客観
的に把握するとともに，問題となっているウイルスの特性を踏まえて，判
断の時点で最善の努力をして得られる情報に基づいて，判断がなされるこ
とが重要である。今次のパンデミックは，パンデミックという言葉で我々
が連想するような，目の前で劇症の患者が死んでいくというタイプのもの
ではない。Roman Catholic Diocese は厳格審査を前提にしているが，わ
が国での規制が宗教を取り出してのものになっておらず，表現の内容規制
その他にも該当しておらず，基本的には経済活動に対するものであるとす
れば（入院の強制や，繰り返すが罰則については慎重な検討が必要ではあろう
が），そこまで厳格な審査は求められないであろう。最も厳しくて，薬事
法違憲判決110)の基準が適用されることになろうか。また，同判決と対比
される小売市場判決111)との基準の使い分けが，少なくとも部分的には，
裁判所の審査能力や，裁判所として必要最小限度性の基準を用いにくいこ
とに求められるとすれば112)，ゼロリスクのみを追求する訳にはいかず，
どこまでの犠牲を甘受しつつ，規制を行っていくかということが，とくに
感染拡大の初期にはその獲得可能性に限界のあるウイルスに関する知見に
基づいて判断されなければならないという，「事の性質」（薬事法違憲判決）

が，あるべき判断枠組みを規定することになろう。Roman Catholic
Diocese の反対意見のような審査のレベル，結論も，専門家の見解に基づ
いて規制の必要性が説明できるのであれば，少なくともある時点のものと
しては，許容される余地はあると思われる。
なお，以上のことと関連して，どれほど強調しすぎてもしすぎることが
ないというべきなのは，透明性を確保することによって説明責任が果たさ
れること，事後的な検証可能性が完全に確保されることの重要性である。
関係の全てのレベルの会議は，即時に逐語的な議事録が公表される必要が
あるかどうかはともかく，すべて録音され，記録は系統的に保存され，事
後的な検証に備えることが必要である。
また，補償についても，真に必要な規制が公平に課されるのであれば，
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これまでの判例通説に従う限り，内在的制約として，憲法上は補償は不要
であるはずである113)。ただし，この点については，補償が必要な場合があ
るとする有力な異論114)があることと，結局，特別の犠牲に当たるか否かの
判断の核は平等だと思われるところ，一律に全業種の営業を禁止するよう
な規制が必要な場合であればともかく，規制に濃淡が生じる場合，判断が
難しいものとなることは否定できない115)。財政の悪化をどうするかという
問題を一方で考慮しつつ116)，憲法上補償が必要かという問題とともに，政
策目標の実効的な実現のためには，憲法上は不要な補償であっても行うこ
とが有効であり得ること117)にも留意しつつ，検討が行われるべきだろう。

お わ り に

裁判所による人権保障を確保しつつ，危機への適切な対応をはかること
に，紋切り型の正解はないように思われる。筆者自身，日本で，規制を受
け，また，所属する組織の運営に関わる場合には規制をする側に回ること
がありつつ，新型ウイルス感染症の対策のために，なにを規制し（諦め），
なにを規制しない（諦めない）のか，一義的な正解があるとは思えない
日々を過ごしている。その中で，他国のことについて，論評することには
一段と困難を覚えるところ，本稿は，今次の緊急事態に対するアメリカ法
のある側面を垣間見るものに過ぎず，わが国の事態に対する憲法的な検討
については散発的な言及しかできていない。さらなる展開については今後
を期したい。
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